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表紙

株　主　各　位

第97回定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

三菱瓦斯化学株式会社
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新株予約権等に関する事項

新株予約権等に関する事項

(1) 当期末において会社役員が有する新株予約権等のうち、職務執行の対価として交付されたものに関

する事項

　該当事項はありません。

(2) 当期中に使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書 （自 2023年4月1日　至 2024年3月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 41,970 34,293 521,426 △23,838 573,852

当期変動額

剰余金の配当 △16,367 △16,367

親会社株主に帰属する当期純利益 38,818 38,818

自己株式の取得 △10,005 △10,005

自己株式の処分 25 45 70

自己株式の消却 △7,670 7,670 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 7,645 △7,645 －

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 1,258 1,258

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－

当期変動額合計 － 1,258 14,805 △2,288 13,775

当期末残高 41,970 35,551 536,232 △26,127 587,627

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産
合計その他有価証券評価

差額金
繰延ヘッジ損

益
為替換算
調整勘定

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 8,950 110 22,894 1,805 33,760 63,636 671,249

当期変動額

剰余金の配当 △16,367

親会社株主に帰属する当期純利益 38,818

自己株式の取得 △10,005

自己株式の処分 70

自己株式の消却 －

利益剰余金から資本剰余金への振替 －

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 1,258

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

8,622 61 17,249 10,423 36,356 △36,549 △192

当期変動額合計 8,622 61 17,249 10,423 36,356 △36,549 13,582

当期末残高 17,573 171 40,143 12,229 70,117 27,087 684,832
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連結注記表

(連結注記表)

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

連結の範囲に関する事項

１ 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称等

連結子会社の数　　　46社

主要な会社名

（株）日本ファインケム、SAMYOUNG PURE CHEMICALS CO., LTD.、MGC PURE CHEMICALS 

AMERICA, INC.、泰興菱蘇機能新材料有限公司、MGCフィルシート（株）、THAI POLYACETAL 

CO., LTD.、三菱瓦斯化学工程塑料（上海）有限公司、MGCエレクトロテクノ（株）、MGC 

ELECTROTECHNO (THAILAND) CO., LTD.、三菱ガス化学トレーディング（株）、MITSUBISHI GAS 

CHEMICAL SINGAPORE PTE. LTD.、MITSUBISHI GAS CHEMICAL AMERICA, INC.、日本ユピカ

（株）、MGCターミナル（株）、（株）東邦アーステック、MGC PURE CHEMICALS SINGAPORE 

PTE. LTD.、巨菱精密化学股份有限公司、KOREA POLYACETAL CO., LTD.、MGCエネルギー

（株）、MGCアドバンス（株）、MGCウッドケム（株）、MGC ADVANCED POLYMERS, INC.、MGC 

SPECIALTY CHEMICALS NETHERLANDS B.V.、永和化成工業（株）、グローバルポリアセタール

（株）、米沢ダイヤエレクトロニクス（株）、AGELESS (THAILAND) CO., LTD.、三菱エンジニ

アリングプラスチックス（株）、THAI POLYCARBONATE CO., LTD.、フドー（株）

三菱エンジニアリングプラスチックス（株）の株式を追加取得したことにより、三菱エンジニア

リングプラスチックス（株）、THAI POLYCARBONATE CO., LTD.、鹿島ポリマー（株）、MEP EUROPE 

GmbH、MEP Engineering-Plastics (Thailand) Co., Ltd.、MEP Singapore Pte Ltd、上海明宝工程

塑料貿易有限公司、明宝工程塑料商貿（上海）有限公司、広州菱宝工程塑料貿易有限公司、MEP 

Hong Kong Limited、台湾明宝塑膠股份有限公司、MEP AMERICA, INC.を連結の範囲に含めておりま

す。

（株）ＪＳＰが実施した自己株式の公開買付け（以下「本公開買付け」）に当社が応募し、本公

開買付けが成立したことにより、（株）ＪＳＰを連結の範囲から除外し持分法適用の範囲に含めて

おります。

ま た 本 公 開 買 付 け の 成 立 に 伴 い 、JSP Foam Products （Thailand）Co., LTD.、JSP 

International LTD.、(株)JSPパッケージング、(株)ケイピー、(株)ミラックス、JSPモールディン

グ(株)、三昌フォームテック㈱、北菱イーピーエス(株)、本州油化(株)、ＮＫ化成（株）、セイホ

クパッケージ㈱、JSP INTERNATIONAL GROUP LTD.、JSP International S.A.R.L.、JSP Foam 

Products PTE.LTD.、KOSPA(株)、Taiwan JSP Chemical Co.,LTD.、JSP Advanced Materials 

(Wuxi) Co.,LTD.、JSP Plastics (Shanghai) Co.,LTD.、Kunshan JSP Seihoku Packaging 

Material Co.,LTD.、JSP Advanced Materials (Dongguan) Co.,LTD.、JSP Foam India Private 

Limited 、JSP Brasil Industria de Plasticos LTDA. 、JSP International, LLC 、JSP 

International de Mexico S.A.de C.V.、JSP Mold, LLC.、JSP Speciality Foams, LLC、JSP 

Resins, LLC.、JSP Realty, LLC、JSP International GmbH、JSP International GmbH & Co. KG、

JSP International SRL 、JSP International s.r.o. 、JSP International ooo 、JSP 

International sarl、JSP Advanced Materials (Wuhan) Co.,LTD.

を連結の範囲から除外しております。

蘇州菱蘇過酸化物有限公司は清算したため、連結の範囲から除外しております。

２ 主要な非連結子会社の名称等

主要な会社名

湖北菱永電子材料科技有限公司
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連結注記表

（非連結子会社） 湖北菱永電子材料科技有限公司

（関 連 会 社） POLYXYLENOL SINGAPORE PTE.LTD.

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金のうち持分に見合う額等からみ

て、いずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しております。

持分法の適用に関する事項

１ 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社の数 ０社

持分法を適用した関連会社の数 13社

主要な会社名

日本・サウジアラビアメタノール（株）、METANOL DE ORIENTE,METOR,S.A.、BRUNEI METHANOL 

COMPANY SDN.BHD.、日本トリニダードメタノール（株）、湯沢地熱（株）、KOREA 

ENGINEERING PLASTICS CO., LTD.、台豊印刷電路工業股份有限公司、（株）グラノプト、菱電

化成（株）

三菱エンジニアリングプラスチックス（株）の株式を追加取得したことにより、三菱エンジニア

リングプラスチックス（株）、THAI POLYCARBONATE CO., LTD.を持分法適用の範囲から除外し、連

結の範囲に含めております。また、Samyang Kasei Co., Ltd.を持分法適用の範囲に含めておりま

す。

（株）ＪＳＰが実施した自己株式の公開買付け（以下「本公開買付け」）に当社が応募し、本公

開買付けが成立したことにより、（株）ＪＳＰを連結の範囲から除外し持分法適用の範囲に含めて

おります。

また本公開買付けの成立に伴い、山陰化成工業（株）、GHEPI S.r.l.を持分法適用の範囲から除

外しております。

シージーエスター㈱は株式の全部売却に伴い、持分法適用の範囲から除外しています。

２ 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社名

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益のうち持分に見合う額及び利

益剰余金のうち持分に見合う額等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、

持分法を適用しておりません。

連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度はMGC PURE CHEMICALS SINGAPORE PTE.LTD.、巨菱精密化学股份有限公司、

他11社を除き連結決算日と同一であります。上記会社の決算日は12月31日であり決算日現在の計算書

類を使用しております。ただし１月１日から連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。
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連結注記表

会計方針に関する事項

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　────── 償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの─ 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等　──── 移動平均法による原価法

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３ デリバティブの評価基準 主として時価法

４ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）─ 主として定額法

無形固定資産（リース資産を除く）─ 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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連結注記表

５ 引当金の計上基準

貸倒引当金　────────── 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

賞与引当金　────────── 従業員の賞与の支出に備えて、賞与支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。

事業構造改善引当金　────── 事業の構造改善に伴い発生が見込まれる損失に備えて、合理

的な見積り額を計上しております。

役員退職慰労引当金　────── 一部の連結子会社は役員及び執行役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

関係会社事業損失引当金　──── 関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状

態等を勘案し当社が負担することとなる損失見込額を計上し

ております。

６ 収益及び費用の計上基準

当社グループは、基礎化学品事業及び機能化学品事業の各製品の製造販売を主な事業としてお

り、これらの製品の販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得

し、履行義務が充足されると判断していることから、当該製品の引渡時点で収益を認識しておりま

す。また、顧客への商品等の販売における当社グループの役割が代理人に該当する取引は、顧客か

ら受け取る対価の総額から商品等の仕入先への支払額を控除した純額で収益を認識しております。

７ ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法　─────── 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には振

当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たして

いる場合は、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象　──── 為替予約は外貨建て債権債務及び外貨建て予定取引をヘッジ

対象としており、金利スワップは借入金に係る金利取引をヘ

ッジ対象としております。

ヘッジ方針　────────── デリバティブ取引の限度額を実需の範囲とする方針であり、

投機目的によるデリバティブ取引は行わないこととしており

ます。

ヘッジ有効性評価の方法　──── ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しておりま

す。ただし、特例処理によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。

８ のれんの償却方法及び償却期間 投資対象ごとに投資効果の発現する期間を見積り、20年以内

で均等償却しております。
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連結注記表

有形固定資産 314,624百万円

無形固定資産（のれんを除く） 8,002百万円

のれん 16,868百万円

減損損失 1,488百万円

９ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基

づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。

　なお、当社は退職給付信託を設定しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定率法で翌連結会計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

会計上の見積りに関する注記

１ 固定資産の減損

　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　当社及び連結子会社の保有する固定資産について、固定資産の減損に係る会計基準に基づき処理を

実施しております。

　減損損失の測定に用いた回収可能価額の算定においては、経済的残存使用年数、将来キャッシュ・

フロー、割引率等について一定の仮定を設定しております。

　なお、のれんは、被取得企業の今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であり、取得価

額と被取得企業の識別可能な資産及び負債の企業結合日時点の時価との差額で計上しております。

　これらの仮定は経営者の 善の見積りにより決定しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動

の結果により影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書

類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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土地 765百万円

建物及び構築物 513百万円

機械装置及び運搬具 666百万円

投資有価証券（注） 6,738百万円

計 8,683百万円

１年内返済予定長期借入金 328百万円

長期借入金 753百万円

計 1,082百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 639,475百万円

３ 有形固定資産の取得価額から直接控除している圧縮記帳額

13,215百万円

（債務保証残高） 14,489百万円

（主な被保証先）

大宝理工程塑料（南通）有限公司 6,031百万円

湖北菱永電子材料科技有限公司 2,269百万円

合同会社網走バイオマス第３発電所 1,686百万円

従業員 7百万円

受取手形 1,438百万円

支払手形 939百万円

連結貸借対照表に関する注記

１ 担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

（注）湯沢地熱（株）の借入金に対して同社株式2,614百万円を、安比地熱（株）の借入金に対し

て同社株式2,550百万円を、福島ガス発電（株）の社債及び借入金に対して同社社債1,466百

万円及び同社株式108百万円を担保に供しております。

担保付債務は次のとおりであります。

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

４ 保証債務

５ 連結会計期間末日満期手形

　連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理をして

おります。なお、当連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計期間末日満期手形

が連結会計期間末日残高に含まれております。
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普通株式 217,239,199株

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2023年５月26日
取　締　役　会

普通株式 8,183百万円 40円00銭 2023年３月31日 2023年６月８日

2023年11月８日
取　締　役　会

普通株式 8,184百万円 40円00銭 2023年９月30日 2023年12月６日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年５月27日
取　締　役　会

普通株式 8,009百万円 利益剰余金 40円00銭 2024年３月31日 2024年６月６日

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１ 発行済株式数に関する事項

２ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　次のとおり、決議を予定しております。

金融商品に関する注記

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に将来の資金繰り計画に照らして、必要な資金を調達（主に銀行借入や社債

発行）しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金は

主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し

ており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である

支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。営業債権債務の一部は、外貨建てであ

り、為替の変動リスクに晒されていますが、原則としてネットしたポジションについて先物為替予

約を利用してヘッジしております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。

　借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備資金及び運転資金と

して必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金利の

変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしてお

ります。

　デリバティブ取引は、外貨建て営業債権債務及び外貨建て予定取引に係る為替の変動リスクに対

するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利や為替の変動リスクに対す

るヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引、通貨スワップ取引等であります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針については、前述の「会計方針

に関する事項」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧下さい。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、売上債権管理規程等に従い、営業債権について、各事業部門における

営業管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管

理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。満期

保有目的の債券は、余剰資金運用規則等に従い、随時現金化可能な債券で運用しております。

　当連結会計年度の連結決算日現在における 大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資

産の貸借対照表価額により表わされております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社及び一部の連結子会社が市場リスク等のある取引を行う場合は、財務規程やデリバティブ

管理規則等に基づき、財務担当部門が担当役員等の決裁権限者の承認を得て行っております。

　外貨建て営業債権債務、外貨建て予定取引、及び余剰資金について、通貨別月別に把握された

為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。また、借

入金に係る支払金利や為替の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引、通貨スワップ取

引などを利用しております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しておりま

す。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、財務担当部門が必要に応じ、資金繰り計画を作成・更新するととも

に、手許流動性を一定水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借
対照表計上額

時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 38,323 38,323 －

(2) 社債 30,000 29,611 (388)

(3) 長期借入金 69,671 67,409 (2,262)

(4)デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの 75 75 －

② ヘッジ会計が適用されているもの (97) (97) －

連結貸借対照表計上額

非上場株式 197,809百万円

連結貸借対照表計上額

組合等への出資 220百万円

２ 金融商品の時価等に関する事項

2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。（（注）１を参照ください。）

また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金、短

期借入金、未払費用は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資については、「時価の算定

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第24-16項に定め

る取扱いを適用しており、時価開示の対象とはしておりません。（（注）２を参照ください。）

(単位：百万円)

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（　）で示しております。

（注）１．市場価格のない株式等

２．持分相当額を純額で計上する組合等への出資

３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時

価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を分類しており

ます。

－ 11 －



2024/05/24 0:58:00 / 23071904_三菱ガス化学株式会社_招集通知

連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 36,857 － － 36,857

社債 － 1,466 － 1,466

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの

通貨関連 － (17) － (17)

金利関連 － 93 － 93

ヘッジ会計が適用されているもの

通貨関連 － (97) － (97)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 29,611 － － 29,611

長期借入金 － 67,409 － 67,409

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(単位：百万円)

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（　）で示しております。

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(単位：百万円)

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

株式は取引所の価格を用いて評価しております。株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。一方で社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場にお

ける相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

取引先金融機関等から提示された価額に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。

社債

当社の発行する社債の時価は市場価格に基づき算定しており、レベル１の時価に分類しておりま

す。

長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

6,516百万円 △2,100百万円 4,416百万円 7,895百万円

連結範囲の変動に伴う減少 △1,855百万円

当該賃貸等不動産に係る賃貸損益 156百万円

賃貸等不動産に関する売却損益 △13百万円

１株当たり純資産額 3,284円96銭

１株当たり当期純利益金額 190円97銭

賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

１ 賃貸等不動産の概要

　当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の土地及び建物を所有しており

ます。

２ 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに決算日における

時価及び当該時価の算定方法

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。

２. 主な変動

３. 時価の算定方法

主として路線価等の指標に基づく金額であります。

３ 賃貸等不動産に関する損益

１株当たり情報に関する注記
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（単位：百万円）

基礎化学品
事業部門

機能化学品
事業部門

その他の事業
（注)

調整額 合計

日本 190,835 120,611 67 － 311,515

アジア　中国 37,392 93,992 － － 131,384

アジア　その他 81,791 139,423 － － 221,215

米国 30,547 30,787 － － 61,334

その他の地域 63,995 23,909 1 － 87,906

顧客との契約から

生じる収益
404,562 408,724 68 － 813,355

その他の収益 － － 61 － 61

外部顧客への売上高 404,562 408,724 130 － 813,417

収益認識に関する注記

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

地理的区分別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）「その他の事業」には、報告セグメントに属していない不動産事業等を含んでおります。
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２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループでは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財又はサービスの移転との

交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社グループは、基礎化学品事業及び機能化学品事業の各製品の製造販売を主な事業としてお

り、これらの製品の販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得

し、履行義務が充足されると判断していることから、当該製品の引渡時点で収益を認識しておりま

す。

収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除した

金額で測定しております。また、顧客への商品等の販売における当社グループの役割が代理人に該

当する取引は、顧客から受け取る対価の総額から商品等の仕入先への支払額を控除した純額で収益

を認識しております。

なお、製品及び商品の販売契約における対価は、製品及び商品に対する支配が顧客に移転した時

点から概ね１年以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりません。

３ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

当社グループの契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も

発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充

足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

（２）残存履行義務に配分した取引価格

当社グループの残存履行義務に配分した取引価格については、売上高または使用量に基づ

くロイヤルティを除いて、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないた

め、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価

の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書 （自 2023年4月1日　至 2024年3月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計探鉱積立金
固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 41,970 35,668 － 35,668 6,999 2,240 2,762 76,500 181,556 270,058

当期変動額

剰余金の配当 △ 16,367 △ 16,367

当期純利益 31,730 31,730

固定資産圧縮積立金の取崩 △ 144 144 －

探鉱積立金の積立 330 △ 330 －

探鉱積立金の取崩 △ 451 451 －

自己株式の取得

自己株式の処分 25 25

自己株式の消却 △ 7,670 △ 7,670
利益剰余金から資本剰余金
への振替

7,645 7,645 △ 7,645 △ 7,645

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － △ 121 △ 144 － 7,983 7,717

当期末残高 41,970 35,668 － 35,668 6,999 2,119 2,617 76,500 189,540 277,775

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △23,838 323,859 8,063 331,922

当期変動額

剰余金の配当 △ 16,367 △ 16,367

当期純利益 31,730 31,730

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

探鉱積立金の積立 － －

探鉱積立金の取崩 － －

自己株式の取得 △ 10,005 △ 10,005 △ 10,005

自己株式の処分 45 70 70

自己株式の消却 7,670 － －
利益剰余金から資本剰余金
への振替

－ －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

6,320 6,320

当期変動額合計 △ 2,288 5,428 6,320 11,748

当期末残高 △ 26,127 329,287 14,383 343,671

－ 16 －
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（個別注記表）
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　------- 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの -- 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等　----------- 移動平均法による原価法

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

３　デリバティブの評価基準 時価法

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）--- 定額法

無形固定資産（リース資産を除く）--- 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

５　引当金の計上基準

貸倒引当金　----------- 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　----------- 従業員の賞与の支出に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

事業構造改善引当金　---  事業の構造改善に伴い発生が見込まれる損失に備えて、合理的な見積り

額を計上しております。

関係会社事業損失引当金-　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案

し当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。

退職給付引当金　------- 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　 なお、当社は退職給付信託を設定しております。

　　　　　　　　　　　　 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（１０年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（１０年）による定率法で翌事業年度より費用処

理しております。

－ 17 －
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６　収益及び費用の計上基準

　　　当社は、基礎化学品事業及び機能化学品事業の各製品の製造販売を主な事業としており、これら

の製品の販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義

務が充足されると判断していることから、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。

７　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　ヘッジ会計の処理

　　　　　特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

退職給付に係る会計処理

　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方

法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

会計上の見積りに関する注記

１　固定資産の減損

当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産              129,008百万円

無形固定資産                3,013百万円

減損損失　　　　　            628百万円

会計上の見積りの内容に関するその他の情報については、連結注記表に記載した内容と同一で

あるため記載を省略しております。

貸借対照表に関する注記

１　担保に供している資産

投資有価証券（注）1        　　　　　1,574百万円

関係会社株式（注）2       　　　　　 4,243百万円

（注）1.福島ガス発電(株)の社債及び借入金に対して、同社社債1,466百万円及び同社株式108百万

円を担保に供しております。

2.安比地熱(株)の借入金に対して同社株式2,550百万円、湯沢地熱(株)の借入金に対して同

社株式1,693百万円を担保に供しております。

２　有形固定資産の減価償却累計額 　　   347,665百万円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３  有形固定資産の取得価額から直接控除している圧縮記帳額

9,983百万円

４　保証債務　　関係会社等の借入金等に対し保証を行っております。

（債務保証残高）　　　　　　　　　　　　　32,872百万円

－ 18 －
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　　  （主な被保証先）

大宝理工程塑料（南通）有限公司           6,031百万円

泰興菱蘇機能新材料有限公司               5,103百万円

三菱瓦斯化学工程塑料（上海）有限公司     5,020百万円

MGC PURE CHEMICALS AMERICA,INC.          3,694百万円

KOREA POLYACETAL CO.,LTD.                3,150百万円

MGC SPECIALTY CHEMICALS NETHERLANDS B.V. 2,033百万円

合同会社網走バイオマス第3発電所          1,686百万円

合同会社網走バイオマス第2発電所          1,584百万円

安比地熱(株)            1,122百万円

従業員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7百万円

５　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 　          107,999百万円

長期金銭債権 　            7,178百万円

短期金銭債務 　           78,673百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 　　243,702百万円

仕入高 　　120,410百万円

営業取引以外の取引による取引高 　 　35,131百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度末における発行済株式数の総数

　　　　　　　　　          普通株式　　　　217,239,199株

当事業年度末における自己株式の数

　　　　　　　　　          普通株式　　　　 17,009,734株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産の発生の主な原因

退職給付関係 　　  5,703百万円

賞与引当金 　      889百万円

　　　　　　なお、繰延税金資産は、評価性引当額21,067百万円を控除して計上しております。

繰延税金負債の発生の主な原因

退職給付信託設定益    △ 1,255百万円

固定資産圧縮積立金    △ 1,155百万円

－ 19 －
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属性 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目

期末

残高

子会社
三菱ガス化学トレー

ディング(株)

所有

　直接 100.0％

当社製品の

販売等

各種製品の

販売（注）1
105,917 売掛金 36,253

子会社
グローバルポリアセ

タール(株)

所有

　直接 100.0％

資金の貸付

等

資金の貸付

（注）2
2,913 短期貸付金 13,100

関連会社 (株)ＪＳＰ
所有

　直接 47.75％

保有株式の

売却等

保有株式の

売却（注）3

売却金額

5,979

売却益

3,520

関係会社株

式・出資金
8,407

関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

 (注）1. 各種製品の販売については、市場価格を参考に一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。

 2. 貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、取引

金額には当期における純増減額を記載しております。

 3. （株）ＪＳＰが実施した自己株式の公開買付けに当社が応募し、本公開買付が成立した

ことにより、当社が保有する同社株式の一部を売却しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,716円39銭

　　１株当たり当期純利益金額 　156円09銭

収益認識に関する注記

　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しております。

その他の注記

　　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 20 －


